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　令和３年度「実社会との接点を重視した課題解決型学習プログラムに係る実践研究」の事業実施計画書を提出します。

【※の内容に留意しながら記載すること。また、※書き自体は削除すること。】
※　域内の複数の学校を実践校として指定する場合は、本事業実施計画書の「３．実践校において取り組む内容」を実践校ごとに作成すること。なお、【類型Ⅰ】及び【類型Ⅱ】はp.３、【類型Ⅲ】はp.５へ記載する。
１．持続可能な社会づくりに向かう社会参画意識や社会形成に参画する態度等の育成
に関する教育の現状・課題
  ※　持続可能な社会づくりに向かう社会参画意識や社会形成に参画する態度等の育成に関する教育について、地域や学校における現状や課題を記載すること。
２．教育委員会等において取り組む内容
　※　教育委員会等における学校に対する支援策を記載すること。このほか、これまでに教育委員会等において本事業の趣旨に即した取組を実施していた場合には記載すること。
３．実践校において取り組む内容
【類型Ⅰ】・【類型Ⅱ】
※　取り組む類型番号のみ残し、それ以外は削除する。【類型Ⅲ】はp.５以降へ記載する。
　(1) 実践校について
	実践校名
	（ふりがな）
○○市立○○学校


	学科名
	児童・生徒数
	学級数

	
	
	


　　※　児童・生徒数、学級数については、学校全体分の数を記載すること。高等学校において複数の学科が設置されている場合は、行を増やすこと。小・中学校については、学科名欄には斜線を引くこと。
  (2) 実践研究の対象
　　 ※　(1)のうち、実践研究に取り組む学科、学年、児童・生徒数、学級数を記載すること。なお、全校児童・生徒で取り組む場合は、その旨記載すること。

　(3) 研究主題
※　研究主題を明記する。サブタイトルがある場合はそれも記載する。
(4) 主題設定の理由　
　　　※　(3)の主題を設定した理由について、学校や地域、また児童生徒の現状と課題を基に、選んだ類型に関する実践研究によりどのような学習プログラムを開発するのか、また研究を通じて実現を目指す児童・生徒の姿を記載する。
　　　※　開発しようとしている学習プログラムが、当該学校・地域だけでなく、他地域でも参考となると考えられる点についても記載すること。

(5) 開発する学習プログラムの概要と学習指導要領との関連
＜開発する学習プログラムの概要＞
※　(4)で記載した学習プログラムの内容の概要を２～３行程度で記載する。
＜開発する学習プログラムと学習指導要領との関連＞
○　・・・・
○　・・・・

　　　　　○　・・・・
※　公募要領の「３　事業の内容」の各類型の③を基に、開発する学習プログラムで扱う課題を具体的に明記する。
※　【類型Ⅱ】については、【様式１-２】も併せて記載する。

記載例
（【類型Ⅰ】の場合）
○　地域の開発と活性化（小○年）
○　選挙など国民の政治参加（中○年）
（【類型Ⅱ】の場合）
○　政治参加と公正な世論の形成・地方自治［ｄ］
　(6) 指導計画　
　　　 ※　予定する学習活動について、教育課程上の位置付け（どの教科・科目、どの単元等で取り組むか）を明記すること。
※　公募要領の「３　事業の内容」の各類型の①～⑤を踏まえ、学習の指導計画を具体的に記載すること（表や図などを用いてもよい）。
　　　 ※　実践することによる児童・生徒の変容等を、どのように見取り支援していくのかについて、学習の評価計画を具体的に記載すること。
　(7) 本実践研究の実施計画
  　　※　２年間のおおまかな実施スケジュールについて記載すること。
　(8) 本実践研究の実施体制
　　　※　実践校における本実践研究の実施体制が分かるよう、できるだけ具体的に記載すること。（公募要領の「３　事業の内容」の各類型の⑤を踏まえ、学校と地域社会の関係者等との連携調整等を行う校内体制を整備する場合は、その位置付けが分かるように記載すること。）
　(9) 本実践研究の成果の検証方法
　　　※　実践研究の取組方法や学習プログラムの成果をどのように検証するかについて、できるだけ具体的に記載すること。
【類型Ⅲ】
※　取り組む類型番号のみ残し、それ以外は削除する。
　(1) 実践校について
	①実践校名
	（ふりがな）

○○県立○○学校

	学科名
	児童・生徒数
	学級数

	
	
	


　　
	②実践校名
	（ふりがな）

○○市立○○学校

	学科名
	児童・生徒数
	学級数

	
	
	


　
※　児童・生徒数、学級数については、学校全体分の数を記載すること。高等学校におい
て複数の学科が設置されている場合は、行を増やすこと。小・中学校については、学科
名欄には斜線を引くこと。
　　　※　連携する学校を記載する。校数に応じて表をコピーして記載すること。
  (2) 実践研究の対象
　　①
　　②
※　(1)のうち、それぞれの学校で実践研究に取り組む学科、学年、児童・生徒数、学級数を記載すること。なお、全校児童・生徒で取り組む場合は、その旨記載すること。

　(3) 研究主題
※　研究主題を明記する。サブタイトルがある場合はそれも記載する。
(4) 主題設定の理由　
　　　※　(3)の主題を設定した理由について、学校や地域、また児童生徒の現状と課題を基に、選んだ類型に関する実践研究によりどのような学習プログラムを開発するのか、また研究を通じて実現を目指す児童・生徒の姿を記載する。
　　　※　開発しようとしている学習プログラムが、当該学校・地域だけでなく、他地域でも参考となると考えられる点についても記載すること。

(5) 開発する学習プログラムの概要
※　(4)で記載した学習プログラムの内容の概要を２～３行程度で記載する。
　(6) 指導計画　
　　　 ※　予定する学習活動について、教育課程上の位置付け（どの教科・科目、どの単元等で取り組むか）を明記すること。
※　公募要領の「３　事業の内容」の【類型Ⅲ】の②を踏まえ、学習の指導計画を具体的に記載すること（表や図などを用いてもよい）。
※　実践することによる児童・生徒の変容等を、どのように見取り支援していくのかについて、学習の評価計画を具体的に記載すること。
(7) 本実践研究の実施計画
  　　※　２年間のおおまかな実施スケジュールについて記載すること。
　(8) 本実践研究の実施体制
　　　※　本実践研究の実施体制が分かるよう、できるだけ具体的に記載すること。（公募要領の「３　事業の内容」の【類型Ⅲ】の①を踏まえ、異なる校種間での関係者等との連携調整等を行う校内体制を整備する場合は、その位置付けが分かるように記載すること。）
　(9) 本実践研究の成果の検証方法
　　　※　実践研究の取組方法や学習プログラムの成果をどのように検証するかについて、できるだけ具体的に記載すること。
４．経費
　(1) 令和３年度（事業実施の当該年度）における経費
（単位：円）
	費　目
	  種　　別
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	人件費
	人件費
	円
	　　　　　　　　　　　　　　  ○人×○日×＠＝

	事

業

費


	諸謝金
	円
	○○委員会出席謝金　　　　　　○人×○回×＠＝
外部講師謝金　　　　　　　　  ○人×○回×＠＝

	
	旅費
	円
	○○委員会出席旅費
○○（出発地）～○○（到着地）　　　　　  ○人×○日×＠＝

	
	借損料
	円
	会場借料                    ○時間×○回×＠＝

	
	消耗品費
	円
	コピー用紙代                　　　○○箱×＠＝
関係資料（具体的な書籍名）購入代  ○○冊×＠＝

	
	会議費
	円
	○○委員会お茶代              ○人×○回×＠＝

	
	通信運搬費
	円
	○○委員会開催通知郵送料      ○人×○回×＠＝

	
	印刷製本費
	円
	○○印刷費　             　　　     ○冊×＠＝

	
	雑役務費
	円
	振込手数料　                        ○件×＠＝

	
	消費税相当額
	　　　　　 円
	人件費　　　　　　　　　　　○○○円×１０％
事業費（諸謝金（不課税分）　○○○円×１０％
※免税事業者は「計上不要」と記載すること

	再委託費
	再委託費
	円
	○○市（内訳は別添のとおり）　　　     ○○○円

	合計
	
	


※　記述にあたっては、〔別添〕の「経費計上の留意事項等」に従うこと。
※　積算内訳は単価及び数量を明らかにすること。
※　印刷製本費及び雑役務費を計上する場合は、見積書等を添付すること。（再委託費の内訳に印刷製本費及び雑役務費を計上する場合も同様）　
※　消耗品費は、消耗品のみを計上し、備品(長期の反復使用に耐えうるもの)は計上しないこと。
※　消費税相当額は原則課税事業者のみ計上されるものである。
※　再委託費の内訳については、当該経費区分に準じ経費ごとに作成の上、添付すること。
　(2) 事業実施期間（２年間）中の経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　目
	種　　別
	初年度

種別予定額
	翌年度

種別予定額
	合計金額

	人件費
	人件費
	円
	円
	円

	事

業

費


	諸謝金
	円
	円
	円

	
	旅費
	円
	円
	円

	
	借損料
	円
	円
	円

	
	消耗品費
	円
	円
	円

	
	会議費
	円
	円
	円

	
	通信運搬費
	円
	円
	円

	
	印刷製本費
	円
	円
	円

	
	雑役務費
	円
	円
	円

	
	消費税相当額
	円
	円
	円

	再委託費
	再委託費
	円
	円
	円

	合計
	円
	円
	円


2

